
予算要望提出にあたり、はじめに以下の発言を行いました。 

 国においても来年度予算における概算要求が出され、今後の予算議会で審議が

始まります。その特徴は、大軍拡予算の２年目の予算となりますが、昨年度 5.6 兆

円をはるかに超えた７．７兆円、米軍再編費を含めると８兆円となり、２年間で２．５兆

円という以上膨張となっています。その中身は、長射程ミサイルの大量導入が目白

押しで、さらに前倒し導入を求めています。自衛隊の「常設統合司令部」を設置し

「米インド太平洋軍司令部」の指揮下になる仕組みが概算要求の文書に明記される

など、憲法無視の大軍拡に突き進んでいます。 

一方で、岸田内閣の支持率は軒並み最低を記録していて、行き詰まりは顕著です。 

今、国民の暮らしは物価高騰の下で大変な状況に陥っています。「失われた３０年」というべき長年

にわたる経済停滞と暮らしの困難を打ち破る経済改革が必要だとわが党は「経済再生プラン」を発

表しています。 

市長には市民の立場から国に対して軍事費より暮らし優先の予算編成を要求するとともに、伊丹

市政においては、市民の困難に心を寄せた暮らしを応援する政治が求められています。 

 以下、202４年度予算編成にあたっての基本的・重点要望を提案しますので、予算に反映していた

だきますようお願いします。 

１．思い切った物価高騰対策を 

・ 子育て世帯、低所得世帯への支援を拡充すること。 

・ 高齢者・障がい者・幼児教育等の施設への物価高騰支援を行うこと。 

・ コロナ禍による事業の疲弊と物価高騰に加え、インボイス制度の強行によって大きな打撃を受けている

中小事業者への支援を充実すること。 

２．憲法を生かし、人権を守り、市民が主人公、平和の実現に寄与する伊丹市政を 

・ 市内の自衛隊基地の強靭化が進められて、さらに基地周辺の土地取引を

制限し、情報管理を強化する土地利用規制法が施行され、伊丹の 2 つの駐

屯地も候補地として指定された。市民への影響が大きいと予想されることか

ら、市として指定を辞退すること。 

・ 自衛隊への電子データによる個人情報の提供はやめること。 

   少なくとも、住基 4 情報の提供に対して「除外申し出制度」をつくること。 
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３．福祉・医療の充実、市民の暮らしを守る対策を 

・ 国に対して介護保険制度の大改悪の中止を求めるとともに、介護保険における国庫負担を思い切って増額

し、誰でも安心して介護を受けることができる体制と、保険料の軽減を求めること。 

・ 国民健康保険税を引き下げるため、国にさらに 1 兆円の公的負担を求め、均等割り・平等割の廃止で協会

けんぽ並みの保険税にすることを国に求めること。 

市独自に少子化対策として財政支援を行い、就学前の子どもの均等割りをなくすこと。 

・ 子どもの医療費は所得制限なしで高校卒業まで完全無料にすること。 

・ 国に対して補聴器購入補助制度をつくることを求めるとともに、伊丹市として助成すること。 

   ヒアリングループを公共施設に備え活用を図ること。 

・ 障がい者に対する医療費助成制度において、身体障がいの場合は3，4級、療育手帳の場合はB（１）、精神

障がいの場合は 2 級まで対象を拡大すること。 

・ 近畿中央病院跡地に、統合新病院オープンまでに回復期病床を含む医療機関を市の責任で誘致すること。 

４．すべての子どもの成長発達を支える豊かな教育環境を 

・ コロナ禍や社会・家庭環境による困難な子どもへの対策として、スクールソーシャルワーカー、スクールカウ

ンセラー、不登校支援員配置のさらなる増員で、児童・生徒と家庭を支援するとともに、介助員の増員で障

がい児の教育を受ける権利を保障すること。 

  ICT 教育万能の考えにとらわれない、現場の教員の自主性を尊重した活用を図ること。 

・ 教育のあらゆる部門で子どもの権利を守ることを宣言し、実行ある施策を推進するとともに子どもの権利擁

護のためにも子どもの権利条例を制定すること。また、子ども向けの子どもの権利条約パンフレットを作成さ

れたが、子ども同士、家庭において子どもの権利条約が話し合われる環境をつくり、絶えず充実されること。 

・ 小中学校給食を無償化すること、就学援助制度の充実をはかること。 

５．中小企業・零細業者への支援を強め、人間らしく暮らせる地域社会と住みよい住環境を 

・ コロナ対応の緊急借入で積みあがった中小企業の債務をどう解決するかが大きな問題になっており、コロ

ナ対応借入分の軽減・免除する仕組みをつくること。 

・ 文化・芸術関係者に対して、新たなイベントへの支援にとどめず、「場と担い手」への支援を行うとともに、国

費を数千億円単位で支出して「文化芸術復興創造基金」を抜本的に強化することを国に求めること。アイホ

ールは演劇ホールとして存続すること。 

・ 市営住宅は戸数を減らすのではなく、必要な個数を維持し、旧耐震住宅は順次建て替えを行い、バリアフリ

ー化された住みよい住環境を提供すること。また、住民からの修繕要求には積極的に対応すること。また、エ

レベーターの設置を進めること。 

・ 大企業への優遇税制の廃止・縮小や所得税・住民税の最高税率を引き上げるなど、大企業と富裕層に応分

の税負担を求め、消費税を 5％に減税するよう国に求めること。国民に更なる消費税負担増となるインボイ

ス制度は、直ちに廃止することを国に求めること。 

６．自然災害から市民の命を守るとともに、環境を守り、安心・安全の伊丹市を 

・ 災害の発生に備え、市民の防災意識啓発に努めるとともに、感染が広がる中での避難対策に関しては、避

難所におけるきめ細かな対応（発熱、障がい者、高齢者等）や地域における要支援者の避難誘導等を含めた

地域ごとの「防災まちづくり計画」を推進するための支援を行うこと。 

・体育館に空調施設整備など避難所の改善を図ること。 

 

７．「住民の福祉の増進」(地方自治法)に必要な財源を国に求め、市が主体となって市民の暮らしを守ること 

・ マイナンバーカードに健康保険を紐づけし健康保険証を廃止することを、中止するよう国に求めること。  


